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ル視点で、製品の用途や特徴に基づいた評価を通じて環境価値を明確化することにより、環境配慮製品の

創出を促進する。 

 富士フイルムグループは、今後も気候変動問題の解決に向けて積極的に取り組むとともに、CDP などを通じた

情報開示を推進し、サステナブル社会の実現に貢献していきます。 

※1 企業が気候変動、水、森林の分野における環境影響を情報開示し管理することを、資産総額 96 兆米ドルを有する 525 社以上の機
関投資家と協働で促している国際的な非営利団体（本部：ロンドン）。 

※2地球の気温上昇を産業革命前に比べて 2℃未満に抑えるための科学的根拠に基づいた温室効果ガス排出量削減目標を推進するこ
とを目的として、2014 年 9 月に、CDP・世界資源研究所（WRI）・世界自然保護基金（WWF）・国連グローバル・コンパクトの 4団体によ
って設立。 

※3 気候変動対策を推進する国際 NPO「The Climate Group」が、「CDP」とのパートナーシップの下で運営するイニシアチブ。事業活動で
使用する電力を 100％再生可能エネルギーとすることを目指す企業で構成されている。 

本件に関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。 

＜報道関係＞ 経営企画部 コーポレートコミュニケーション室     TEL：03-6271-2000 

＜お客さま＞  ESG推進部                          TEL：03-6271-2065 

ホームページ： http://www.fujifilmholdings.com/ 


